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フードバンク活動における食品の取扱い等に関する手引き 
 
１ 本手引きの目的 

我が国の食品産業においては、年間 1,927 万トンの食品廃棄物等が排出され、このうち

本来食べられるにもかかわらず廃棄される「食品ロス」が 330 万トン発生していると推計

(平成 25 年度)されている。 
世界の市場から食料を大量に調達する一方で、まだ食べられる食品を廃棄することは、

世界で約８億人の人々が栄養不足状態にある中で、栄養不足にある人々の食料アクセスに

影響を与えるだけではなく、食料生産に投入された貴重な資源も無駄にすることとなる。 
国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（2015 年）に

おいても、小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料廃棄の半減等が目標と

して掲げられており、「もったいない」の発祥の地である我が国において食品ロスの削減

は喫緊の課題となっている。 
こうした中、包装の印字のズレや外箱の変形など、食品衛生上の問題はないが通常の販

売が困難な食品を食品メーカー等から引き取り、福祉団体や地方自治体の福祉担当部署、

生活支援を必要とする個人などに譲渡するフードバンク活動が全国各地で広がりつつあ

り、まだ十分に食べられる食品について有効に活用されることにより、食品ロスの削減を

図るとともに、食品の支援を必要としている人々へつなぐ架け橋として、今後、その活躍

が期待されているところである。 
一方、フードバンク活動に対する社会的な理解がまだ十分でないことに加え、食品の衛

生的な取扱いやトレーサビリティの観点からフードバンク活動団体（フードバンク活動を

行う団体等をいう。以下同じ。）側の体制を懸念する声があり、食品メーカー等が安心し

て食品の提供を行える環境が十分整っていない状況にある。 
このため、食品の品質確保及び衛生管理、情報管理等の適切な運営確保に関する手引き

を作成し、食品の提供者である食品関連事業者等からの信頼性向上を通じてフードバンク

活動団体におけるこれら食品の取扱いを促進することとする。 
 
２ 本手引きの対象範囲 

国内のフードバンク活動のうち、食品関連事業者（食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法律（平成 12 年法律第 116 号）第２条第４項に規定する食品関連事業者をいう。）

又は食品を保有する事業者（以下「食品提供事業者」という。）から提供された食品の譲

渡に係る活動を対象とし、調理を伴う活動については含まない。 
 
３ 食品の提供又は譲渡における原則 

（１）食品提供事業者及びフードバンク活動団体は、最終的に食品を受け取る団体及び個人

（以下「受取先」という。）の要望を踏まえ、食品の提供又は譲渡を行う。 
（２）消費期限又は賞味期限を過ぎた場合や、汚損、破損等により食品衛生上の問題が生じ

た食品は受取先に譲渡しない。 
 
４ 関係者間のルールづくり 
（１）食品提供事業者とフードバンク活動団体との間におけるルールづくり 

① 提供食品の情報の把握 
フードバンク活動団体は、食品提供事業者から提供される食品（以下「提供食品」



 - 2 -

という。）の情報（名称、数量、保存の方法や保存上の注意点、消費期限や賞味期限、

アレルゲン（食品表示基準（平成 27 年内閣府令第 10 号）及び平成 27 年３月 30 日消

食表第 139 号消費者庁次長通知「食品表示基準について」に基づき提供食品に表示さ

れている特定原材料等をいう。以下同じ。）等）を事前に入手し、保管・配送能力や

保有設備等を考慮し、食品の受入れや受入れ方法・周期等を検討する。 
 

② 契約書又は合意書の作成・保有 
食品提供事業者とフードバンク活動団体は、食品の提供又は譲渡に係る食品の取扱

いについて、記載例１を参考に次に掲げる事項を記載した契約書又は合意書を作成

し、双方保有するものとする。 
ア 食品提供事業者における提供食品の品質確保に関する事項 
イ フードバンク活動団体における転売等の禁止に関する事項 
ウ フードバンク活動団体における提供食品の品質管理に関する事項 
エ フードバンク活動団体における提供食品の取扱いに関する情報の記録及び保存

並びに食品提供事業者に対する結果の報告に関する事項 
オ 提供食品の品質に関わる責任の所在に関する事項 
カ 提供食品に係る事故発生時における対応に関する事項 
キ 受取先の範囲 
ク 契約書又は合意書の有効期間 

 
③ フードバンク活動団体における事業報告書等の備付け及び閲覧 

フードバンク活動団体は、定款、役員名簿、事業計画書・報告書、収支決算書等（こ

れらの定めのない団体にあっては、これに準ずるもの）の写しを事務所に備えておく

こととし、食品提供事業者から、これらの閲覧の申出があった場合には、これに応ず

るものとする。 
 
（２）フードバンク活動団体と食品の受取先との間におけるルールづくり 

① 受取先の要望の把握 
フードバンク活動団体は、受取先から食品の譲渡に係る要望があった場合に、取扱

食品の種類や量等を考慮し、譲渡する食品の種類や量、配送方法や納期を検討する。 
 

② 食品の譲渡に当たっての遵守事項等の確認・合意 
フードバンク活動団体は、受取先への食品の譲渡に当たり、次に掲げる遵守すべき

事項等を事前に説明（福祉施設及び生活困窮者支援団体を通じた説明を含む。）する

ものとする。なお、福祉施設及び生活困窮者支援団体を通じて食品の譲渡を行う場合

には、記載例２を参考に当該団体との間で合意書を作成し、双方保有するものとする。 
ア 保存の方法、消費期限や賞味期限、アレルゲン等に関する事項 
イ 受取先内での消費の原則及び消費の記録に関する事項 
ウ フードバンク活動の理解に関する事項 
エ 転売の禁止又は制限に関する事項 
オ 提供食品の品質に関わる責任の所在に関する事項 
カ 食品に係る事故発生時における対応に関する事項 
キ 受取先における提供食品の情報の取扱いに関する事項 

 
５ 提供食品の品質・衛生管理 
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（１）食品提供事業者 
契約書又は合意書に基づき食品の提供を行う際、保存の方法、消費期限や賞味期限、

アレルゲン、食品の品質や安全性に悪影響を及ぼす包装の破損等が無いことを事前に確

認するものとする。また、必要に応じて提供食品の保管等の基準を指定するものとする。 
 
（２）フードバンク活動団体 

① 提供食品の品質及び衛生管理 
ア 食品の保管、荷捌きに必要な施設及び機械を設置・保有するとともに、取り扱う

食品に応じて、冷蔵庫等の低温管理施設及び保冷車（普通車両での冷蔵品の配送時

における業務用保冷箱及び保冷剤を使用する場合を含む。）を設置・保有し、配送

時を含めて適切な温度管理を行うものとする。 
イ 食品は床に直置きしないものとし、食品衛生に悪影響を及ぼす薬品、廃棄物等と

は分けて保管するものとする。 
ウ 保管中の食品が消費期限又は賞味期限を過ぎた場合や、汚損又は破損等により食

品衛生上の問題が生じた食品は、受取先に対して譲渡をしないこととする。また、

これらの食品は明確に区別できるようにし、汚液又は汚臭がもれないようにすると

ともに、廃棄物として引渡し、処理の委託等を行う場合には、市町村等の定めるル

ールを遵守するものとする。 
エ 食品の取扱いに従事する者は、食品衛生に関する研修・講習等を定期的に受講し、

食品衛生に関する必要な知見の習得に努めるものとする。 
 

② 食品の受取及び配送時における検品 
ア 受取時 
  食品提供事業者からの送り状又は納品書の内容と受け取った食品の名称、数量の

照合を行うとともに、保存の方法、消費期限や賞味期限、アレルゲン、食品の品質

や安全性に悪影響を及ぼす包装の破損等が無いことを確認する。 
イ 配送時 
  受取先からの注文、要請又は事前の配送計画の内容と配送の準備をした食品との

照合を行うとともに、保存の方法、消費期限や賞味期限、アレルゲン、食品の品質

や安全性に悪影響を及ぼす包装の破損等が無いことを確認する。 
 

③ 施設の衛生管理 
ア 施設及びその周辺は、定期的に清掃し、常に衛生上支障のないように維持するも

のとする。 
イ 施設内の採光、照明及び換気を十分行うものとする。 
ウ 窓及び出入り口は、開放しないものとする。やむを得ず、開放する場合にあって

は、じん埃、ねずみ類、害虫等の侵入を防止する措置を講ずるとともに、ねずみ類、

害虫等の定期的な駆除作業を実施するものとする。 
エ 便所は常に清潔にし、定期的に清掃及び消毒を行うものとする。 
オ 施設内では動物を飼育しないものとする。 

 
６ 情報の記録及び伝達 
（１）食品提供事業者 

① 提供食品について、次に掲げる事項に関する記録を作成し、これを保存するものと

する。なお、アからカまでの事項については、当該提供食品の画像情報をもって代え
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ることができる。また、記録保存期間は、原則１年以上とし、消費期限又は賞味期限

に応じて合理的な期間を設定するものとする。 
ア 名称 
イ 数量 
ウ 保存の方法 
エ 消費期限又は賞味期限 
オ アレルゲン 
カ 食品を安全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取す

る際の安全性に重要な影響を及ぼす事項 
キ 出荷年月日 
ク 食品の提供先（フードバンク活動団体）の名称 
ケ 配送場所 
 

② 提供食品の出荷時には、送り状又は納品書などにより提供食品の情報を当該フード

バンク活動団体へ適切に伝達するものとする。 
なお、印字のズレ等、通常の販売が困難な食品を提供する場合には、訂正後の情報

を当該フードバンク活動団体が認識できるよう適切に伝達するものとする。 
 

③ 提供後に食品の安全性に疑義が生じた場合、速やかにその旨を当該フードバンク活

動団体に伝達するものとする。 
 
（２）フードバンク活動団体 

① 提供食品の取扱いについて、次に掲げる事項に関する記録を作成し、これを保存す

るものとする。なお、アからカまでの事項については、当該提供食品の画像情報をも

って代えることができる。また、保存期間は、原則１年以上とし、消費期限又は賞味

期限に応じて合理的な期間を設定するものとする。さらに、責任者は当該情報の記録、

伝達及び保存の状況について、定期的に確認を行うものとする。 
ア 名称 
イ 数量 
ウ 保存の方法 
エ 消費期限又は賞味期限 
オ アレルゲン 
カ 食品を安全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取す

る際の安全性に重要な影響を及ぼす事項 
キ 入荷年月日 
ク 出荷年月日 
ケ 食品提供事業者の氏名又は名称 
コ 受取先の氏名又は名称 
サ 受取場所 
シ 譲渡場所 
ス 廃棄又は亡失をした場合には、その名称、数量、年月日、廃棄又は亡失の理由 

 
② 配送時には、送り状又は納品書などにより提供食品の情報を受取先に適切に伝達す

るとともに、必要に応じて提供食品の消費上の注意事項を伝達するものとする。 
       なお、印字のズレ等、通常の販売が困難な食品が提供された場合には、当該受取先
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が認識できるよう訂正後の情報の添付等を適切に行うものとする。 
 

③ 譲渡後に食品の安全性に疑義が生じた場合又はその旨の連絡を食品提供事業者から

受けた場合には、速やかにその内容を受取先に伝達するものとする。 
 

④ 食品提供事業者の求めに応じて、提供食品の譲渡の結果を報告するものとする。 
 
（３）提供食品の受取先（福祉施設及び生活困窮者支援団体に限る） 

提供食品の取扱いについて、６（２）①に準じた事項に関する記録を作成し、これを

保存するものとする。なお、保存期間は、消費期限又は賞味期限に応じて合理的な期間

を設定するものとする。 
 
７ 関係者とのコミュニケーションの構築 

フードバンク活動団体は、食品ロスの現状、フードバンク活動の果たす役割、フードバ

ンク活動の状況について、食品関連事業者等をはじめ広く一般に情報発信するとともに食

品関連事業者等との定期的な情報交換を通じて、信頼性の向上に努めるものとする。 
また、食品の安定供給を図るため、必要に応じて、他のフードバンク活動団体や地方自

治体等関係機関との連携に努めるものとする。 
 
８ その他 

フードバンク活動団体は、本手引きのほか、従前のとおり、食品衛生法、食品表示法こ

れらに基づく基準、条例等に従うものとする。なお、食品衛生に関して、開設時など、適

時、所在地を所管する保健所に相談することが望ましい。 
また、食品提供事業者、フードバンク活動団体及び受取先は、食品の提供又は譲渡にお

いて知り得たそれぞれの者に関する情報を厳重に管理し、当事者の同意なしに提供しない

ものとする。 
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（記載例１） 

 
食品の提供・譲渡に関する合意書（食品提供事業者・フードバンク活動団体） 

 
フードバンク○○（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）は、甲が乙

から提供される食品（以下「提供食品」という。）を受領、管理及び譲渡するにあたり、

以下のとおり合意する。 
 
１ 食品の提供 

乙は、甲の希望を考慮して、提供する食品の種類や量、配送方法や納期を検討し、

甲に対しこれを提供するものとする。 
 
２ 提供食品の品質確保 
    乙は、食品衛生法その他関係する法令に適合（消費期限又は賞味期限内であること

を含む。）する食品を甲に提供するものとする。 
 
３ フードバンク活動団体における提供食品の品質管理 
    甲は、提供食品の品質が保持されるよう適切に取扱うとともに、受取先に対しても

適切に取り扱うよう指導するものとする。 
 
４ フードバンク活動団体における転売等の禁止 
    甲は、乙の合意の下に行うフードバンク活動に準ずる利用を除き、提供食品を転売

せず、金銭その他の有価物と交換をしないものとする。 
 
５ フードバンク活動団体における提供食品の取扱いに関する情報の記録及び保存、結

果の報告 
甲は、提供食品の取扱いに関する情報を記録し、これを○○年間保存するものとす

る。また、乙が希望する場合、乙に対し、提供食品の譲渡の結果について報告をする

ものとする。 
 
６ 責任の所在 
（１）提供段階及び消費期限又は賞味期限までの提供食品の品質については、原則、乙

において品質を保証するが、提供後の保存方法や消費期限又は賞味期限の遵守につ

いては、甲の責任において管理すること。 
（２）食品衛生上の問題については、提供前の原因によるものは乙の責任、提供後の原

因によるものは甲又は提供食品の受取先の責任とする。 
 
７ 提供食品に係る事故発生時における対応 
    甲と乙は、提供食品に係る事故が発生した場合、甲、乙又は関係する第三者によっ

て行われる調査の結果に基づいて、適用される法令等に従い、原因究明や事後の対応、

再発防止策等について、別途誠実に協議するものとする。 
 
８ 提供食品の受取先の範囲 
    甲は、フードバンク活動を通じた食品ロス削減のため、社会福祉法人、特定非営利

活動法人、行政その他生活支援を必要とする個人の支援を目的とする団体を通じて、
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または、直接個人に対して食品を譲渡するものとする。 
 
９ 合意書の有効期間 
    本合意書の有効期間は、下記日付から満１年間とする。 
    期間満了の１ヶ月前までに、当事者のいずれからも書面による契約終了の意思表示

がない場合には、同一の内容で期間を１年間更新するものとし、以降も同様とする。 
 

本合意の証として、本合意書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。 
 
 
   年   月   日 
               （甲）住  所 
                  名  称 
                  代表者名               ㊞ 
 
               （乙）住  所 
                  名  称 
                  代表者名               ㊞ 
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（記載例２） 

 
食品の譲渡に関する合意書（フードバンク活動団体・食品の受取先団体） 

 
フードバンク○○（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）は、甲の乙

に対する食品の譲渡に関して、以下のとおり合意する。 
 
１ 食品の譲渡 

甲は、食品の提供を行う食品関連事業者又は食品を保有する事業者（以下「食品提

供事業者」という。）から提供された食品（以下「提供食品」という。）については、

乙の希望を考慮して、譲渡する食品の種類や量、配送方法や納期を検討し、乙に対し

これを譲渡するものとする。 
 
２ 提供食品の品質確保 
    甲は、食品衛生法その他関係する法令に適合（消費期限又は賞味期限内であること

を含む。）する食品を乙に譲渡するものとする。 
 
３ 受取先における提供食品の保存の方法及び消費期限又は賞味期限の厳守 
    乙は、提供食品の品質が保持されるよう適切に保存するものとし、定められた消費

期限又は賞味期限を厳守するものとする。また、甲は乙に対して提供食品を適切に取

り扱うよう指導することができることとする。 
 
４ 受取先における提供食品の転売等の禁止 
    乙は、甲の合意の下に行うフードバンク活動に準ずる利用を除き、提供食品を転売

せず、金銭その他の有価物と交換をしないものとする。 
 
５ 受取先における提供食品の取扱いに関する情報の記録及び保存、結果の報告 

乙は、提供食品の取扱いに関する情報を記録し、これを○○年間保存するものとす

る。また、甲に対し、提供食品の利用の結果を定期的に報告するものとする。 
 
６ 責任の所在 
（１）譲渡段階及び消費期限又は賞味期限までの提供食品の品質については、原則、甲

及び食品提供事業者において品質を保証するが、譲渡後の保存方法や消費期限又は

賞味期限の遵守については、乙の責任において管理すること。 
（２）食品衛生上の問題については、譲渡前の原因によるものは甲又は食品提供事業者

の責任、譲渡後の原因によるものは乙の責任とする。 
 
７ 提供食品に係る事故発生時における対応 
    甲と乙は、提供食品に係る事故が発生した場合、甲、乙又は関係する第三者によっ

て行われる調査の結果に基づいて、適用される法令等に従い、原因究明や事後の対応、

再発防止策等について、別途誠実に協議するものとする。また、乙は提供食品につい

て事故等が発生した際には、食品提供事業者ではなく、まず甲に連絡するものとする。 
 
８ 受取先における提供食品の情報の取扱い 

提供食品の製造・販売者名、食品の名称等に関する情報の公表や取材時における取
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扱いについては、甲に確認を行い、甲を通じて食品提供事業者からの指示に従うもの

とする。 
 
９ 合意書の有効期間 
    本合意書の有効期間は、下記日付から満１年間とする。 
    期間満了の１ヶ月前までに、当事者のいずれからも書面による契約終了の意思表示

がない場合には、同一の内容で期間を１年間更新するものとし、以降も同様とする。 
 

本合意の証として、本合意書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有する

ものとする。 
 
 

年   月   日 
               （甲）住  所 
                  名  称 
                 代表者名               ㊞ 
 
               （乙）住  所 
                  名  称 
                 代表者名               ㊞ 

 


